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旧工業地区における商業集積の形成と変容

一長春市寛城区鉄北地区を例として一

Formation and t:ransforma姐.onofoomm目cialaccum叫ation

inoldindus凶alare錨：

A case study of’Il.ebeiArea, Kuancheng Dis凶d，白angc曲m αセy

劉 天 野

’Tum.ye LIU 

本研究は長春市における旧工業地区である寛城区を対象に，工業地区としての発

展プロセスを明らかにした上で，再開発前後の商業期責の変化をめぐって考察し

た。改造以前の商業の状況や改造における商業の位置付けから，商業施設の分布

変化について，商業集積と旧工業地区開発の関係、を具体的に明らかにすることを

目指し，商業集積が形成・変更される要因を検討した。商業期責変容の動因につ

いて，歴史的，行政的要因及ひ清開発による影響に着目することで，商業集積の

形成と強化のほかに，再開発された旧工業地区の商業集積を類型化した。
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I はじめに

工業化によって，都市の数併見模は増加・拡大し，構造もまた変化した1）。工業化した地区は

工業区と呼ばれる。 工業区は生産機能を有し，インフラストラクチャー，建築群，生産設備，

企業と労働力などによって形成された空間的総合体であるが。都市は旧工業地区に依存して実現

したが，都市の発展と共に，旧工業地区では経済的，環境的，社会的な問題が多発し，主導産

業の交代が要求されJ3l，旧工業地区の再開発が都市にとって，重要な課題になった4l。長春市は，

吉林省の省都であり，満鉄付属地の開発を出発点としてジ，新京都市計画によって消費都市とす

る現イ明市十画の理論に基づし、て発展した6）。1949年以降，消費都市から生産都市への転換7)

によって，長春市の産業構造，空間構造及。守土会構造が変化した。第一次と第二次五ヶ年計画

では，計画経済の制度に基づき，長春市は工業都市としてg）大量の国家投資を受けることによ

って，発展を実現した9）。改革開放以降，経済状況や闘すの限界と制度による制約によって，急

速に衰退していった。 2003年， 中国政府による『東北旧工業地区振興戦略』10）の提出と共に，
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再開発が開始された。この再開発事業によって，地域の産期：薄造と社会空間構造は大きく変化

した。再開発プロセス11）については，主に開発区の設立と旧工業地区の再開発が挙げられる。

開発区については，政府の主導による工業施設の建設，新技術の導入省レベル，市レベルの

投資誘致，開発区のプランディングに関する検討は多く見られるが，旧工業地区の再開発に関

する検討は住宅団地に集中している。そのため，本研究は旧工業地区の再開発による商業集積

の変容の検討を通して，旧工業地区の地欄薄造の変化を解明することを目指している。再開発

以前の商業の状況や再開発中商業の位置付けから，商業施設空間分布の変化より，商業集積と

旧工業地区開発の関係を具体的に明らかにし，商業集積が形成・変容する要因を検討する。

II 先行研究と研究方法

1 先行研究

都市経済学において，商業は「内的経済」として取り扱われる。政策的に主導される旧工業

地区の再開発は「上から下へ」とし、うことであり，新しく設立された開発区に集中するため，

旧工業地区における商業集積の変容に関する研究は十分に展開されていない。しかし，商業集

積は日常生活の一部であり，商業集積の変容を解明することは，旧工業地区の再開発プロセス

の瑚手を進めるだけではなく，産期：髄の変容，社会空間の変容まで考察できる12¥

次に経済学の視点からは旧工業地区の再開発についての研究が多い。産業はライフサイクル

の視点によるミクロな分析から，制度変遷の視点によるマクロな分析まで，マルチスケールな

視点による研究が蓄積されている。 J.H.Thompson(1996）は，製造業を対象とするライフサ

イクル，立地論，計量的分析方法などの研究方法をレビューしている。w胎iapp&K

Kunzmann&P. Schmitt (2004）は，合作社の視点から， ドイツのライン・ルールの空間的要

素によって，制度変遷の分析を行い，政策による旧工業地区の活性化に対する影響のメカニズ

ムを明らかにした。経済学の分野において，旧工業地区の再開発は，政策からの影響が重要で

あると結論した上で，｜日工業地区の各発展段階と政策の関連性も明らかにしている。 Barnes

(2001) は，ハイブリ ッド地理（hybridgeographies）が単に経済地理学と文化地理学の重要

性を述べたたけでなく，方法論的にも計量的方法と定't:蛤句地誌の調査を総合的に利用すること

を強調した。さらに，研究対象に対しては， マクロ或はミクロなスケールにとどまることを批

判し，マルチスケールの分析を提唱した。

中国における旧工業地区に対する研究としては，旧工業地区の形成と各段階の鞘敷に関する

研究，旧工業地区の転換と都市発展の関係に関する研究，旧工業地区の位置付けと発展目標に

関する研究，旧工業地区再開発の要因に関する研究，再開発政策と社会問題の解決に関する研

究などが挙げられる。例えば，歴史地理学のアブoローチを利用し，欧米の旧工業地区の再開発

を考察したものとして，劉（2007）と呉（2002）は再開発における政策の変化による却蛾の変

容について，行政機能と都市活性化の関係、を明らかにした。そこでは旧工業地区の再開発にお
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ける行政機能の重要性を強調した。楊（2004）は，フランスの東北地域の旧工業地区を研究対

象として，再開発中の就職政策と雄蛾発展の関係を検討し，政策の策定は社会問題の解決に対

して重要であることを明らかにした。王（1997）は，アメリカの工業都市の発展プロセスを考

察し，政策の策定，捌t更新，都市計画など，様々な面から中国の東北地方と比較し，東北地

方の発展が政策に傾注することを批判し，「下から上へJについての思考の必要性を提唱した。

越・楊（2008）は，旧工業地区の再開発における政府の役割から，再開発の要因，再開発中の

社会問題などを検討した。中国の旧工業地区を分類し各種の旧工業地区における再開発プロ

セスと再開発の重心は同じではなく，異なる地域が異なる政策を策定しないといけないことを

強調した。また，近年は文化地理学の視点から工業空間転換に関する検討もある。戴・周（2013)

が指摘するように，工業空間は経済的属性が強いため，従来の研究では経済の面に集中しすぎ

であり，工業空聞から商業集積，居住空間への変更は経済学と文化地理学から総合的考察が必

要であると強調している。このように欧米の事例研究を行なった上で，中国と比較し，経済，

政策などに関するマクロな研究が多く見られ，再開発の経験をまとめた研究が多い。生産コス

トの高騰，市場との関連性カミ号5jいとする旧工業地区は経済的問題，工場の倒産による失業者の

急増とする人口問題，技術の制限から起こった汚染とする環境問題，治安の悪化とする社会問

題などが挙げられる。対策として，昔話苛更新，工業から第三次産業への転換とする旧施設に対

する改造，税金などの優遇的な政策と外資誘致の政策の作成，管理システムの更新が挙げられ

る。

陸（2011）の指摘のように，中国の旧工業区の再開発に関する研究は主に臨港工業区に集中

している。改革開放以降，東南の沿岸部に位置する臨港工業区は経済特区で実施された政策の

影響を受けて，政策依存型から市場面見型へ移行したため，臨港工業区は内陸工業区より早く

再開発が実施された。そして，臨港工業区のような便利な交通機関と豊かな自然資源を有する

ことのない内陸工業区は，計画経済期に建設された固有企業によって形成された。再開発の周

期は長く，効果が出にくいことも現実である。

本研究は内陸工業区である長春市の鉄北地区を対象として，鉄北地区の形成と変容を明らか

にし，再開発前後の商業集積の変化に対してミクロな研究を行なう。文献資料とデ、ジタルデー

タを用いて，鉄北地区の商業集積の形成と変容を地図化し，カーネル分析によって旧工業地区

の再開発と商業集積の変容との関連性を明らかにしてゆく。

2 研究方法

本研究は『長春市志』，『長春市基本単位大全』，『長春年鑑』，『長春統計年鑑』，『中国城市年

鑑』などの資料と， BAIDUデ、ジタル地図から提供されたPOIデータを用いて，各時期の鉄北

地区における商業集積を地図化する。地図化したデータに基づいたカーネル分析から，各時期

の商業集積の状況を考察する。
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カーネル分析を実施する前に，各商業施設に対して，中国小売業業態分類基準13）を参照し，

得点を付ける（表 1）。得点はPOIデータのウエイトとして，カーネル分析を行なう際に利用す

る。なお，カーネル分析は半径に対して非常に敏感である。より厳密な結果を得るため，本研

究においては，カーネル分析を実施する前に， 空間的自己相関分析を実施する。POIデータに

つては， JE§：離に関する顕著な状態を有することを明確にした上で，カーネル分析を行なう。

表 1 商業施設の分類

商圏（凶）｜業態

r>=0.3 ｜雑貨店

コンビエエンスストア

r>=2 ｜専門店，ディスカウントストア

2くr<=5 ｜スーノミーマーケット，コミュニティレベル商業施設

5く戸＝10 I 7d'1スーノミーマーケット，市場，区レベル商業施設

占川純

一

1

2

3

4

5

10くrく＝20Iショッピングモール，市レベル商業施設 16 

r>20 ｜郊外ショッヒ。ングモーノレ，建築材料専門市場，地域レベル商業施設 17

など

m 鉄北地区の形成と変容

広義の鉄北地区は，寛城区に管轄され，長春市駅の北に位置する地域の総称である。 2005年

に提出された再開発計画ωの中では，「大鉄北」という名称も用いられている。 「大鉄北」は，

計画経済期に工業地域として開発された狭義の「鉄北地区」と，再開発計画を実施した後，新

しく建設された「鉄北新区」に分けられる（図1）。本研究は再開発の前後にける旧工業地区の

商業集積の形成と変容を考察するため，狭義の鉄北地区を研究対象として設定している。

1 植即也として開発された鉄北地区

鉄北地区は鉄道付属地として開発された。1898年，中東鉄道の敷設に際して，ロシアは寛城

子駅を建設するため，駅付近2凶の土地を付属地として開発したが。付属地は田園都市モデル

に基づいて建設され，付属地における住宅は2階建てであり，庭付きのロシア田園住宅が多数

建築された出。1905年，日本はロシアから鉄道の管理権を取得し， 1906年，南満州、欧道株式

会社を設立し，南満鉄道を経営し始めた。1907年，満鉄は植民特許会社として，長春の北部の

土地を買し、付けた。その地域を満鉄付属地として開発した。同年，付属地に満鉄長春駅を設置

した。満鉄長春駅より南部の付属地は積極的に開発された17）のに対して，北部の付属地は主に

中国人・朝鮮人の居住地となり，道路以外の開発は進んでいなかったisl。1931年 9月，満州事

変の勃溌後，満州全土は関東軍の支配下に置かれ，中国からの分麟虫立の工作が進められた。
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長春市は満i仲間の首都として，「新京j とし1う名が付けられ，開発事業が行なわれた。 1932年

から 1937年まで，長春全域を対象として，国都建設計画事業が行なわれた。 1937年，国都建

設計画の最終決定案によると，鉄北地区における土地利用は，主に「住宅地域」と「軽工業地

域」として設定された19）。1938年から 1945年に行われた第二期国都建設事業において，鉄北

地区の整備が進められるなかで，鉄北地区の原住民は強制的移動され，工業地区とするインフ

ラ整備が実施された刻。

リングシティエクスプレス
f l" ., • I I I 
抗 日00 1,500 0 3.00曲n

図1 研究対象

1890年代末から 1940年代半ばまで，長春市は植民地として都市の近代化が進められた。ま

ず，中東銃亘付属地として，一部の出或のインフラ整備が実施された。続いて， 2回の国都建

設計画の実施によって，鉄北地区は主に軽工業地区として発展する方針が定められた。

2 工業地区として開発された鉄北地区

1949年から，中国は計画経済期に入った。国民経済回復期において，「消費空聞から生産空

間へj とし、うスローガンの下に， 長春市は工業都市として再開発された。主要な工業地区とし

ては，国家重点建設項目の第一自動車艶宣工場，郊外工業地区と鉄北軽工業地区が挙げられる21）。

さらに 1954年には，『長春市総体規劃』によって，鉄北地区における老朽化した住宅，倉庫を

改造し固有工業企業を建設する目標が示された。計画期間は，短期5年間，長期20年間であ

ったO 1959年から1961年まで，都市計画事業は固に家より抑制され，続いて，文化大革命の
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影響によって，長春市都市計画を担当うる機関が閉鎖され，都市計画は実施されなかった22)0 

計画経済期において，鉄北地区の発展は停滞したまま改革開放期を迎えた。

3 改革開放期における鉄北地区

計画経済期の統一買付，統一販売という制度の終了と国家投資の減少によって，長春市の工

業は衰退期に入った23）。技術の更新が遅くなり，製品が市場に向かっていないという国有工業

企業の欠点もあり，赤字によって倒産する企業が多く見られた。そして，アーバンスプロール

によって，従来はill:郊に位置した軽工業地区は市街地と連結され，工業地区における老朽化し

た施設の更新も求められた24）。 1993年からの経済開発区の建設と共に，老朽化施設の再建，住

宅団地開発，交通システムなどのインフラ整備をはじめ，旧工業地区の再開発が徐々に実施さ

れた。大規模工業施設の建設が抑えられたため，この時期の再開発は主に都心部の商業施設を

対象としており，投資と政策に制限があるため，再開発の進捗は遅かった25）。

2003年，東北出或旧工業地区に対する再開発は国家戦略N として正式に決定された。それ

をきっかけに， 2004年 5月，長春市は市レベルの再開発計画27）を作成し， 2010年までの工業

振興計画を実施し始めた。計画では，私営企業を積極的に発展させると同時に，住みヰ寸い環

境を構築し，新型工業都市として，持続可能な発展を実現することが目指された。さらに， 2005

年 7月，長春市政府工作報告.2s)では，「工業化・都市化Jをモチベーションとして，第二次産

業を中心に，第一次産業の強化，第三次産業の拡張に基づき，新型工業都市を建設するという

方針が打ち出された。長春市は工業施設を北部に建設された経済開発区に集めて，新工業集積

を形成すると同時に，旧工業地区では居住，商業，サービス業を中心とする再開発の方針が定

められた。寛城区は「大鉄北を改造し，新寛城区を建設し，長春市北部に現代的な中心区を構

築する （改造大鉄北，建設新寛城，打造長春北部現代中心区）」という戦略を提出し，「（寛城区

の）南部を最適化し，北部を拡張して，南北が協調的発展を目指す（南優北拓，協調発展）」と

いう方針によって，新たな工業集積を形成すると同時に，立地の優位を活用し，第三次産業を

発展させるという目標を提出した。この方針によって，地代の上昇が期待され，それを利用し

て，住宅開発を実施し，鉄北地区の空間構造の変化を目指している。

N 鉄北地区における商業集積の形成と変容

鉄北地区における商業集積の形成と変容は，時系列的には，植民地時代における商業集積の

形成，計画経済制度による商業集積の構築，旧工業地区再開発による商業集積の変容という 3

期に分けられる。本章ではこの 3つの時期の商業集積の変化に注目し，その要因を明らかにす

る。
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1 植即也時代における商業集積の形成

1890年代末から，ロシアが中東鉄道を敷設したことによって，鉄北地区は付属地として開発

された。 1901年，寛城子』駅の完成によって，駅前に商業集積が生じた29）。付属地の建築は主に

2階建てで， 1階が商業施設として利用され， 2階が住宅として利用されることが多かった30）。

商業集積は主に当時の幹線道路（現在のー匡街と二画街Hこ沿って拡がった（図2）。そのうち，

一匡街には主に露天商が集中し，二酉街には商業施設が集中していた31）。鉄北地区の商業集積

の形成は，交通機関による影響と住宅団地の開発による影響とが挙げられる。幹線道路に沿っ

て立地したことによって，アクセシピリティが保障され，付属地における居住者が利用しやす

くなった。そして，駅に近接することによって，付属地内の住民だけではなく，駅利用者にも

サービスが提供されたといえる。

／ 

／ 

／ 

／ 
／ 多
／ 

図2 中東j姐付属地として開発された商業集積

注 ：越畢明.1988.『湖、卜｜国の首都計画』，pp.84，「長春市市街図」（1918年）に筆者加筆

2 計画経済制度による商業集積の構築

計画経済期に工業地区として発展した鉄北地区には， 1985年32）に， 106箇所の工業施設が存

在した。また，同範囲おいては82箇所の商業・サービス業施設が柄主する。業種別に見ると，

鉄北地区の商業・サービス業は穀物販売店22軒，面IJ食品販指苫 12軒，生活用品販却百 11軒

（内訳は専門商店1軒，薬崖2軒），レストラン20軒，その他のサービス業17軒（内訳は宿

泊施設3軒，娯楽施設4軒，散髪屋3軒， 写真館4軒，時計修理1軒，中古物回収2軒）によ

って構成されていた33＼商業施設の内容から見ると，飲食・食料関係の店舗が最も多い。食材

を販売する店舗が41.5%まで占め，レストランを含めると 65.9%に達した。生活用品販売店に

ついて，薬屋2軒以外に，雑貨屋2軒と百貨店6軒がある。鉄北地区に位置した百貨店は，計

画経済システムの中で， レベル 3に属し34l，規模が小さく，販売商品の種類が少ないもので，

地区を対象とした小売業施設である。サービス業施設は全体の20.7%を占めた。宿泊施設は企
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業聞の交流や業務連絡のため設置され，全てタンウェイに所有される。娯楽施設の 4軒の中に

3軒はタンウェイに所属し，外部の人は利用しにくし、状況で、あった。他のサービス業としては，

散髪屋，写真館などが挙げられる。

計画経済期には，全体的に鉄北地区における商業集積は主に地区内を対象とする「内向的商

業」という性質が強かった35）。植民地時代に建設された施設の再利用と計画経済制度による商

業施設のレベノけ長けの影響を受けて，主要商業集積はー匡街と二酉街周辺に位置していた（図

3）。満州国時代の第二期国都建設によって整備されたインフラストラクチャーを利用し，興業

街と凱旋路周辺に，タンウェイが多く建設された。鉄北地区における商業集積はタンウェイに

近接する傾向が見られる。タンワェイは単なる職場ではなく，居住空間，社会空間的機能も有

する制。そのため，鉄北地区における商業集積は，職場よりも居住空間に近接する傾向を有す

る。

－＋・

- 4.33 -8.42 

- 8.43 -12.52 

・- 12. 53 -20. 14 

－ーー 第一環状線

ーーー 第三康状線

F ーー 第三環状線

- :m四環状線

圃ーーー リングシティエクスプレス
I, 500 750 0 

図3 1985年鉄北地区における商業施設に対するカーネノ防士析

3 旧工業地区再開発による商業集積の変容

1993年から，鉄北地区においては，不動産開発が度々行われた。鉄北地区においては，多く

の固有工業企業が倒産した。2000年代には，鉄北地区に対して，旧工業地区再開発の政策37)

が実施され，地域空間構造の変化はさらに早くなったO 旧工業施設の移動と住宅団地の大量建

設によって，インフラストラクチャーは再U瞥備された。インフラ整備，特に道路システムの

完備と住宅団地の開発によって，商業集積は従来のタンウェイを中心として，主要道路に沿っ
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た構造から，住宅団地を中心とした幹線道路から新設道降斗拡張する傾向が見える。商業施設

だけではなく，サービス業施設も急増している。

道路沿いの商業集積がさらに強化され，従来の幹線道路の沿線だけでなく，新設された道路

の沿線に商業・サービス業施設が設置された。都市中心部と外部を連絡する道路である興業街

悦泉には，西側において，食品，建築主オ料，機櫛陥，服装を販売する在院兼小売商業施設が

多数立地し，東側においては，輸送・運搬のサービスを提供する施設が多数立地している。凱

旋路沿線においては，穀物，野菜，副食品，雑貨を販売する施設のほか，より日常生活に関わ

る菓子屋，ファーストフード，食料品を販売する施設と映画館，写真館などのサービス施設が

多い。旧工業空間は居住空間へ変わり，住宅団地に依存する小売業商業集積が形成された。新

設住宅の内装の需要から，金属部品，電路商品，建築材料などを販売する店舗もこの地区に集

まってきた。さらに，住宅の道路向きの 1階の部屋と車庫を活用した自動車修理，広告事業，

内装などのサービス業が発展した。都市拡張とアクセシピリティの改善と共に，従来は発展し

ていなかった都市近郊には建築材料の販売を中心とした専門的な商業の集積が形成された。

2008年までに，不動産開発と再開発政策としづ二重の影響により，鉄北地区における商業・サ

ービス業施設の業種は 49種まで士首加し，施設の数量は 212箇所に達した制。さらに，再開発

政策によって，鉄北地区における大型小売業商業施設は3箇所，そして専門市場は13箇所建設

された。

－令・

仁ゴ 0-37 

- 38-

- 90-142 

- 14乃- 1,462 

第一環状線

ーーー 第二環状線

ーーー 第三環状線

- m，四環状線

ーーーー リングシティエクスプレス
2.500 1.2鈎 o 2.500m 

図4 2018年鉄北地区における商業施設に対するカーネノレ分析
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現在，鉄北地区における商業施設は 2364箇所-39）にまで達し，そのカーネル分析の結果（図

4）が示すように， 1985年の結果と比較すると，商業集積の数が増加した。

W+E 

業績

。コンビニエンスス ト7

0 ：，，.－パーマーケッ ト． デパート専門市場

図5 2018年間主密度と業種別商業施設分布図
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不動産開発によって，商業集積が発生することは明らかである。そして， 1985年の商業集積

と比べると，規模が拡大し，機能が強くなっている。商業集積の分布について， 1985年には，

商業集積はすべて第三の環状線道路の中に位置していたが， 2008年の商業集積は第四の環状線

道路以外にまで拡張している。しかし，商業集積は主に既存の商業集積を強化することによっ

て発展したため，都市の拡張と共に，商業集積の拡張が実現したといえよう。郊外にショッピ

ングモールを建設するような商業の郊外化はまだ見られない。集積の形態について， 1985年に

は，道路を中心としたリボン状の商業集積がよく見られたのに対し， 2018年には，商業集積規

模の拡張によって，ブロック状の商業集積が多くなった。ただし，都心からの距離の増加に応

じて，幹線道路に沿ってリボン状の商業集積が確認できる。

このような商業集積の形成要因として，まず，不動産開発からの影響が挙げられる（図 5）。

住宅団地が数多く建設されたことによって，鉄北地区における商業集積がタンウェイに依存す

る形態から住宅団地に依存する形態へ変わった。業種から考察すると，コンビニエンスストア

とスーパーマーケットは人口密度の分布と同じような傾向がある。それに対して， 百貨店やシ

ヨツヒ。ングモールは人口が密集する地域の周辺に位置し，専門的な市場は人口密度が低い地域

に位置している。商業施設の分布は人口からの影響だけではなく，業態からの影響もあること

が挙げられる。そして，駅付近のシヨツヒ。ングモールの建設によって，中心市桂I地における商

業集積が北へ移動することが期待されている。

次に，再開発政策による鉄北地区の商業集積に対する影響がある。大量の住宅団地の建設は

再開発政策と関係、が深く，新しく建設された専門市場，~商業施設も再開発政策によって実

現した。第戒区蜘守が鉄北地区に移動したことからもその重要性がうかがえる。

続いて，インフラ整備によって，鉄北地区のアクセシピリティが改善したため，幹線道路に

沿って商業集積の形成，拡張が見られる。

最後に，新業態の導入によって，鉄北地区における商業集積の変容が促進された。専門市場，

大型商業施設を中心として，零細小売業施設も誘致され，商業集積が形成された。

V おわりに

本研究は旧工業地区である鉄北地区を研究対象として，商業集積の形成と変容を考察した。

旧工業地区における商業集積に影響する要因には，歴史的要因，行政的要因，再開発による影

響が挙げられる。そのうち，再開発による影響，特に不動産開発による影響が最も大きいと考

えられる。再開発が実施された後商業集積は住宅団地に依存するタイプと大型商業施設に依

存するタイプとし、う 2つのタイプが見られる。商業集積のタイプは増減の性質に結びついてい

る。住宅団地に依存する集積は「内向的商業」が多く，大型商業施設に依存する集積は「外向

的商業Jが多いと考えられる。内向と外向のバランスに関する問題は，地域の商業について重

要な課題となるであろう。今後は，再開発が実施された他の地域を対象と して，商業集積の形
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成と変容を考察し，旧工業地区の再開発によって変化した商業集積と比較し， どのような相違

点があるのかに明らかにしてゆきたい。

（京都大学大学院人間・環境学研究科院生）
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